
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額

{現金及び預金 16¶998 16¶998 `

|未収金 266 266 `

}未払金 (13¶316) (13¶316) `

~リース債務 (5¶567) (5¶607) 39

（＊）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注２）リース債務の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）
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| 無形固定資産
定額法を採用しております。
主な資産の耐用年数は以下のとおりです。
工業所有権 ４～10年
ソフトウェア ５年
施設利用権 11年
なお、リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法を採用してお
ります。

^ 賞与に係る引当金及び見積額の計上方法
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上して
おりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、会計基準第17に基づき計
算された賞与引当金の当期増減額を計上しております。

_ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上方法
退職手当については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金
及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお
りません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に
基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増減額を計上しておりま
す。

` たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成受託研究支出金 個別法による低価法を採用しております。
貯蔵品 先入先出法による低価法を採用しております。

a 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

b 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
{ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
・地方公共団体より無償貸付を受けている公有財産等に対して、各地方公共団体における算定
方式及びそれらに準じた算定方式により得た貸借価格を計上しております。計算式は次の通
りであります。
固定資産評価額×借入面積×貸付料率＝貸借価格

・国より無償貸付を受けている研究用機器等の物品に対し、減価償却を行ったとして得られた
当該事業年度の減価償却費相当額を計上しております。

| 政府出資等の機会費用の計算利率
政府出資等の機会費用の計算利率については、平成25年３月末現在の10年国債（日本相互証
券公表）の利回り0•560％を使用しております。

c リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
d 消費税等の会計処理方法
消費税の会計処理は、税込方式によっております。

２．重要な債務負担行為
重要な債務負担行為は、13¶442¶757¶397円であります。

３．リース取引関係
\ ファイナンス・リース取引
主なリース資産の内容は横浜研究所の地球シミュレータセンターにおけるスーパーコンピュー
タ（工具器具備品）であります。

] オペレーティング・リース関係
当該事業年度末における重要なオペレーティング・リース取引はありません。

４．金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な定期預金に限定しております。未収債権等に係る信用
リスクは、会計規程に基づく督促管理等によってリスク低減を図っております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
{ 現金及び預金、| 未収金、} 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
~ リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

５．税効果会計関係
繰延税金資産の主な原因別内訳

（単位：百万円）
項 目 平成25年３月31日現在

繰延税金資産
税務上繰越欠損金 2¶103

繰延税金資産 666

控除：評価性引当額 666

G G G G G G G

繰延税金資産 合計 0
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６．不要財産に係る国庫納付関係
\ 不要財産として国庫納付を行った資産の概要
現金 112¶374¶857円
台場桟橋及び関連設備 71¶204¶504円

G G G G G G G G G G G G G G G G G

合計 183¶579¶361円œ
š
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